
５．上半期報告損益計算書
（単位：百万円、％）

                                     期　　別　  平 成 １４ 年 度 上 半 期  平 成 １３ 年 度 上 半 期 平成１３年度要約損益計算書

　平成１４年４月 １日から 　平成１３年４月 １日から 　平成１３年４月 １日から

　平成１４年９月30日まで 　平成１３年９月30日まで 　平成１４年３月31日まで

     科　　目 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

経 常 収 益 1,618,695 100.0 1,497,530 100.0 3,118,545 100.0

保　    険 　  料　   等 　  収　   入 1,079,227 1,053,286 2,277,683

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 1,078,834 ) ( 1,052,894 ) ( 2,276,369 )

資　   産 　   運　   用 　  収　   益 192,989 198,888 477,139

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 175,804 ) ( 174,136 ) ( 364,030 )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 629 ) ( ――  ) ( ――  )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 16,392 ) ( 24,455 ) ( 112,038 )

そ　  の 　 他　  経　  常 　 収　 益 346,477 245,355 363,723

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 240,371 ) ( 154,445 ) ( 148,231 )

経 常 費 用 1,598,289 98.7 1,465,319 97.8 3,096,135 99.3

保　  険 　 金　  等 　 支　  払　 金 1,141,721 1,010,176 2,134,915

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 377,834 ) ( 302,811 ) ( 631,318 )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 74,787 ) ( 65,677 ) ( 139,416 )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 238,047 ) ( 222,605 ) ( 470,840 )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 348,741 ) ( 256,194 ) ( 626,675 )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 102,047 ) ( 162,629 ) ( 265,976 )

責  任   準  備  金  等   繰  入  額 383 656 15,531

資　　 産 　　 運　　 用 　　費　 　用 200,465 203,004 404,971

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( ――  ) ( 4,255 ) ( 4,957 )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( ――  ) ( 2,999 ) ( 2,096 )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 49,510 ) ( 6,529 ) ( 85,950 )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 54,526 ) ( 62,169 ) ( 220,839 )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 13,267 ) ( 1,195 ) ( 13,209 )

（ うち　　　　　　　　　　　　　　　 ） ( 71,754 ) ( 100,935 ) ( 51,538 )

事　　　　　　     業     　　　　　　 費 128,843 135,481 297,807

　そ　  の 　 他　  経　  常 　 費　 用 126,875 116,001 242,909

経 常 収 支 残 高 20,405 1.3 32,210 2.2 *1 22,409 0.7

特 別 利 益 1,881 0.1 16 0.0 38,403 1.2

特 別 損 失 19,585 1.2 16,296 1.1 53,296 1.7

税 引 前 半 期 収 支 残 高 2,701 0.2 15,931 1.1 *2 7,517 0.2

法 人 税 及 び 住 民 税 408 0.0 2,785 0.2 15,270 0.5

法 人 税 等 調 整 額 ――  ―― ――  ―― △22,073 ――

再 評 価 差 額 金 取 崩 額 1,816 0.1 991 0.1 △5,425 ――

半 期 収 支 残 高 4,109 0.3 14,137 0.9 *3 39,074 1.3

（注）　*1　　平成13年度決算の経常利益

　　　　*2　　平成13年度決算の税引前当期剰余

　　　　*3　　平成13年度決算の当期未処分剰余金

( ) ( )( )

利息及び配当金等収入

金 銭 の 信 託 運 用 益

有 価 証 券 売 却 益

保 険 料

金 銭 の 信 託 運 用 損

責 任 準 備 金 戻 入 額

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

有 価 証 券 売 却 損

有 価 証 券 評 価 損

金 融 派 生 商 品 費 用

特別勘定資産運用損

売買目的有価証券運用損



上半期報告貸借対照表および上半期報告損益計算書作成の基本となる事項 

平 成 14 年 度 上 半 期 平 成 13 年 度 上 半 期 
１． 有価証券の評価基準および評価方法 

 有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券

に準じるものおよび金銭の信託において信託財産として運用

している有価証券を含む）の評価は、売買目的有価証券につ

いては時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目

的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、

子会社株式及び関連会社株式（保険業法第 2 条第 12 項に規定

する子会社および保険業法施行令第 2 条の 3 第 2 項に規定す

る子法人等のうち子会社を除いたものおよび関連法人等が発

行する株式をいう）については移動平均法による原価法、そ

の他有価証券のうち時価のあるものについては、9 月末日の

市場価格等に基づく時価法(売却原価の算定は移動平均法)、

時価のないものについては取得差額が金利調整差額と認めら

れる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による

償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動

平均法による原価法によっております。 

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直

入法により処理しております。 

 

２． デリバティブ取引の評価基準および評価方法 

 デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

３． 不動産及び動産の減価償却の方法 

 不動産及び動産の減価償却は、それぞれ次の方法により年

間見積額を期間により按分し計上しております。不動産及び

動産の減価償却の方法は、建物については定額法により、動

産については定率法により行っております。 

 

４． 自社利用のソフトウェアの減価償却の方法 

 その他資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価

償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行ってお

ります。 

 

５． 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準

に則り、次のとおり計上しております。破産、民事再生等、

法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下

「破綻先」という）に対する債権および実質的に経営破綻に

陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債

権については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能

見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額

を計上しております。また、現状、経営破綻の状況にはない

が、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額

および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、

債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上し

ております。上記以外の債権については、過去の一定期間に

おける貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた

額を計上しております。 

なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等

に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として

計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署

が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が

査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引

当を行っております。 

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付貸付

金等については、債権額から担保の評価額および保証等によ

る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込

額として債権額から直接減額しており、その金額は 19,793 百

万円であります。 

 

 

 

(2)退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職

1. 有価証券の評価基準および評価方法 

有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券

に準じるものおよび金銭の信託において信託財産として運用

している有価証券を含む）の評価は、売買目的有価証券につ

いては時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目

的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、

子会社株式及び関連会社株式（保険業法第 2 条第 13 項に規定

する子会社および保険業法施行令第 2 条の 2 第 2 項に規定す

る子法人等のうち子会社を除いたものおよび関連法人等が発

行する株式をいう）については移動平均法による原価法、そ

の他有価証券のうち時価のあるものについては、9 月末日の

市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、

時価のないものについては取得差額が金利調整差額と認めら

れる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による

償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動

平均法による原価法によっております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直

入法により処理しております。 

 

２．デリバティブ取引の評価基準および評価方法 

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

３．不動産及び動産の減価償却の方法 

不動産及び動産の減価償却は、それぞれ次の方法により年

間見積額を期間により按分し計上しております。不動産及び

動産の減価償却の方法は、建物については定額法により、動

産については定率法により行っております。 

 

４．自社利用のソフトウェアの減価償却の方法 

その他資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価

償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行ってお

ります。 

 

５．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準

に則り、次のとおり計上しております。破産、民事再生等、

法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下

「破綻先」という）に対する債権および実質的に経営破綻に

陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債

権については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能

見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額

を計上しております。また、現状、経営破綻の状況にはない

が、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

(以下｢破綻懸念先｣という)に対する債権については、債権額

から担保の回収可能見込額および保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち、対象資産に応じてその全額、ま

たは過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実

績率を乗じた額、または予想損失額に相当する金額を計上し

ております。上記以外の債権については、過去の一定期間に

おける貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた

額を計上しております。 

なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等

に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税

特別措置法第 55 条の 2 の海外投資等損失準備金を含む）とし

て計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署

が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が

査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引

当を行っております。 

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付貸付

金等については、債権額から担保の評価額および保証等によ

る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込

額として債権額から直接減額しており、その金額は 35,746 百

万円であります。 

(2)退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職



平 成 14 年 度 上 半 期 平 成 13 年 度 上 半 期 
給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関

する意見書」平成 10 年 6 月 16 日企業会計審議会）に従い、

当年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき、当上半期末において発生していると認められる額を計

上しております。 

(3)債権売却損失引当金 

債権売却損失引当金は、商法第 287 条ノ 2 の規定に基づく

引当金であり、㈱共同債権買取機構へ売却した債権に係るも

のであります。 

(4)偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、商法第 287 条ノ 2 の規定に基づく引当

金であり、債権流動化等に伴い将来発生する可能性のある損

失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 

 

 

 

 

 

 

(5)価格変動準備金 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出

した額を計上しております。 

 

６． ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日）に

従い、主に、貸付金に対するキャッシュフローのヘッジとし

て金利スワップの特例処理を行い、外貨建債券の為替変動リ

スクのヘッジとして時価ヘッジを行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手

段の時価変動を比較する比較分析によっております。 

 

 

７． 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、

税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し

5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、

当上半期に費用処理しております。 

 

８． 責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金で

あり、保険料積立金については次の方式により計算していま

す。 

（1）標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定

める方式（平成 8 年大蔵省告示第 48 号） 

（2）標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純

保険料式 

 

 

（追加情報） 

商法施行規則（平成 14 年法務省令第 22 号）の制定により、

当上半期末における上半期報告貸借対照表の資本の部について

は、商法施行規則に準じて作成しています。 

 

給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関

する意見書」平成 10 年 6 月 16 日企業会計審議会）に従い、

当年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき、当上半期末において発生していると認められる額を計

上しております。 

(3)債権売却損失引当金 

債権売却損失引当金は、商法第 287 条ノ 2 の規定に基づく

引当金であり、㈱共同債権買取機構へ売却した債権に係るも

のであります。  

 

 

 

 

 

(4)特定債務者支援引当金 

特定債務者支援引当金は、商法第 287 条ノ 2 の規定に基づ

く引当金であり、再建支援を行っている特定の債務者に対し、

将来発生する支援額を合理的に見積もり、必要と認められる

額を計上しております。 

(5)価格変動準備金 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出

した額を計上しております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日）に

従い、主に、貸付金に対するキャッシュフローのヘッジとし

て金利スワップの特例処理、および外貨建債券の為替変動に

係る価格変動リスクのヘッジとして時価ヘッジを行っており

ます。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手

段の時価変動を比較する比較分析によっております。 

 

７．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、

税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し

5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、

当上半期に費用処理しております。 

 

８．責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金で

あり、保険料積立金については次の方式により計算していま

す。 

（1）標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定

める方式（平成 8 年大蔵省告示第 48 号） 

（2）標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純

保険料式 

 

 

 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

平 成 14 年 度 上 半 期 末 平 成 13 年 度 上 半 期 末 平 成 13 年 度 末 

１．不動産及び動産の減価償却累計額は

349,094 百万円であります。 

 

２．担保に供されている資産の額は 44,890

百万円であります。 

 

３．消費貸借契約により貸し付けている有

価証券（現金担保付債券貸借取引による

有価証券を含む）の貸借対照表価額は、

495,939 百万円であります。 

 

４．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、

3 カ月以上延滞債権および貸付条件緩和

債権の額は、30,225 百万円であります。

なお、それぞれの内訳は以下のとおりで

あります。 

(1) 貸付金のうち、破綻先債権額は 999 百

万円、延滞債権額は 18,750 百万円であり

ます。また、取立不能見込額の直接減額

は、破綻先債権額は 13,119 百万円、延滞

債権額は 6,673 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元金または利

息の支払の遅延が相当期間継続している

ことその他の事由により元金または利息

の取立てまたは弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸付金

(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸付金」という。)のうち、

法人税法施行令(昭和 40 年政令第 97 号)

第96条第1項第3号のイからホまでに掲

げる事由または同項第 4 号に規定する事

由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上

貸付金であって、破綻先債権および債務

者の経営再建または支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予した貸付金以

外の貸付金であります。 

(2)貸付金のうち、3 カ月以上延滞債権額は

1,384 百万円であります。 

なお、3 カ月以上延滞債権とは、元金

または利息の支払が、約定支払日の翌日

を起算日として 3 カ月以上延滞している

貸付金で破綻先債権および延滞債権に該

当しないものであります。 

(3)貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は

9,092 百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者

の経営再建または支援を図ることを目的

として、金利の減免、利息の支払猶予、

元金の返済猶予、債権放棄その他債務者

に有利となる取決めを行ったもので、破

綻先債権、延滞債権および 3 カ月以上延

滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

５．土地の再評価に関する法律（平成 10 年

3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行っておりま

す。なお、評価差額については、評価差

額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成 12 年 3

月 31 日 

同法律第 3 条第 3 項に定める再評価の

方法 

１．不動産及び動産の減価償却累計額は

336,044 百万円であります。 

 

２．担保に供されている資産の額は 53,181

百万円であります。 

 

３．消費貸借契約により貸し付けている有

価証券（現金担保付債券貸借取引による

有価証券を含む）の貸借対照表価額は、

828,315 百万円であります。 

 

４．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、

3 カ月以上延滞債権および貸付条件緩和

債権の額は、35,337 百万円であります。

なお、それぞれの内訳は以下のとおりで

あります。 

(1)貸付金のうち、破綻先債権額は 1,729 百

万円、延滞債権額は 21,565 百万円であり

ます。また、取立不能見込額の直接減額

は、破綻先債権額は 20,314 百万円、延滞

債権額は 15,431 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元金または利

息の支払の遅延が相当期間継続している

ことその他の事由により元金または利息

の取立てまたは弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸付金

(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸付金」という。)のうち、

法人税法施行令(昭和 40 年政令第 97 号)

第 96条第 1項第3号のイからホまでに掲

げる事由または同項第 4 号に規定する事

由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上

貸付金であって、破綻先債権および債務

者の経営再建または支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予した貸付金以

外の貸付金であります。 

(2)貸付金のうち、3 カ月以上延滞債権額は

920 百万円であります。 

なお、3 カ月以上延滞債権とは、元金

または利息の支払が、約定支払日の翌日

を起算日として 3 カ月以上延滞している

貸付金で破綻先債権および延滞債権に該

当しないものであります。 

(3)貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は

11,122 百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者

の経営再建または支援を図ることを目的

として、金利の減免、利息の支払猶予、

元金の返済猶予、債権放棄その他債務者

に有利となる取決めを行ったもので、破

綻先債権、延滞債権および 3 カ月以上延

滞債権に該当しない貸付金であります。

 

５．土地の再評価に関する法律（平成 10 年

3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行っておりま

す。なお、評価差額については、評価差

額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 

  再評価を行った年月日 平成 12 年 3

月 31 日 

同法律第 3 条第 3 項に定める再評価の

方法 

１．不動産及び動産の減価償却累計額は、

339,697 百万円であります。 

 

２．担保に供されている資産は、51,019 百

万円であります。 

 

３．消費貸借契約により貸し付けている有

価証券（現金担保付債券貸借取引による

有価証券を含む）の貸借対照表価額は、

605,825 百万円であります。 

 

４．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権

および貸付条件緩和債権の額は、29,018

百万円であります。なお、それぞれの内

訳は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額は 1,251

百万円、延滞債権額は 16,484 百万円であ

ります。 

なお、破綻先債権とは、元金または利

息の支払の遅延が相当期間継続している

ことその他の事由により元金または利息

の取立てまたは弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸付金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸付金」という）のうち、

法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）

第 96 条第 1項第 3号のイからホまでに掲

げる事由または同項第 4 号に規定する事

由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上

貸付金であって、破綻先債権および債務

者の経営再建または支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予した貸付金以

外の貸付金であります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は

11,282 百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者

の経営再建または支援を図ることを目的

として、金利の減免、利息の支払猶予、

元金の返済猶予、債権放棄その他債務者

に有利となる取決めを行ったもので、破

綻先債権、延滞債権および 3 ヵ月以上延

滞債権に該当しない貸付金であります。

直接減額による取立不能見込額は、破

綻先債権額は 15,395 百万円、延滞債権額

は 7,734 百万円であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．土地の再評価に関する法律（平成 10 年

3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行っております。

なお、評価差額については、評価差額に

係る税金相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「再評価差額金」とし

て資本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成 12年 3月

31 日 

同法律第 3 条第 3 項に定める再評価の

方法 



平 成 14 年 度 上 半 期 末 平 成 13 年 度 上 半 期 末 平 成 13 年 度 末 

土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第

2 条第 1 号に定める「地価公示法の規定

により公示された価格」に奥行補正等の

合理的な調整を行って算定 

 

 

 

 

 

 

６．保険業法第 60 条の規定により基金を

60,000 百万円新たに募集いたしました。 

 

７．その他負債には、債券貸借取引に伴う

受入担保金 415,882 百万円を含んでおり

ます。 

 

土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第

2 条第 1 号に定める「地価公示法の規定

により公示された価格」に奥行補正等の

合理的な調整を行って算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．その他負債には、債券貸借取引に伴う

受入担保金 741,193 百万円を含んでお

ります。 

土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2

条第 1 号に定める「地価公示法の規定に

より公示された価格」に奥行補正等の合

理的な調整を行って算定 

同法律第10条に定める再評価を行った

事業用土地の当年度末における時価の合

計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿

価額の合計額との差額    △48,567 百万

円 

 

 

 

注記事項 

（損益計算書関係） 

平 成 14 年 度 上 半 期 平 成 13 年 度 上 半 期 平 成 13 年 度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．当上半期報告における税金費用について

は、簡便法による税効果会計を適用して

いるため、法人税等調整額は、法人税及

び住民税に含めて計上しております。 

 

 

２．諸準備金の繰入および戻入につきまして

は見積額等の簡便な計算を行っているの

で、当半期損益計算における収益と費用

の差額は半期収支残高として示してあり

ます。 

 

１．平成 12 年度より、金融商品に係る会計

基準（「金融商品に係る会計基準の設定

に関する意見書」平成 11 年１月 22 日企

業会計審議会）の適用に伴う保険業法施

行規則の改正により、損益計算書の作成

に関して記載方法を変更いたしました

が、これに伴い、当上半期より、上半期

報告損益計算書についても同様の変更を

いたしました。その主な内容は次のとお

りであります。 

(1)金銭の信託から生じる全ての収益・費用

を「金銭の信託運用損」といたしました。

(2)売買目的有価証券から生じる全ての収

益・費用を「売買目的有価証券運用損」

といたしました。 

(3)デリバティブ取引に係る収益・費用は

「金融派生商品費用」といたしました。

(4)従来、資産運用収益、資産運用費用科目

に含まれておりました特別勘定に係る収

益・費用を「特別勘定資産運用損」とい

たしました。 

 

２．当上半期報告における税金費用につい

ては、簡便法による税効果会計を適用し

ているため、法人税等調整額は、法人税

及び住民税に含めて計上しております。

 

 

３．諸準備金の繰入および戻入につきまし

ては見積額等の簡便な計算を行っている

ので、当半期損益計算における収益と費

用の差額は半期収支残高として示してあ

ります。 

 

 


